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1.はじめに 

平成 19 年度に気象庁と都道府県が共同して発表する土砂災害警戒情報の運用がはじまり、それと同時に土砂

災害警戒情報を補足する情報として、各都道府県ホームページでは土砂災害危険度や雨量情報を提供している。

運用から 5 年が経過し、いくつかの問題点が指摘されている。なかでも、市町村単位で発表される情報に対して、

土砂災害危険箇所程度のより限定された地域単位での土砂災害危険度に対する情報のニーズは大きい。当初、土

砂災害警戒情報を補足する情報が、そのニーズに応えることが期待されたものの、補足する情報の位置づけや表

現方法は都道府県により差が大きく、今後土砂災害警戒情報の高度化を進めるにあたり、ある程度の標準化が必

要だと考えられている。本研究では、今後の高度化、標準化に向けて全国の都道府県で公表される土砂災害警戒

情報を補足する情報（以下、「補足する情報」とする）の運用実態を把握し、今後の課題について抽出した。 
2.調査手法 

 全国の都道府県で公開する土砂災害警戒情報関連のホームページに対して、補足する情報の公表の有無、土砂

災害危険度の表現方法、雨量情報、土砂災害危険箇所等の特に関連の大きい情報の提供状況について調査した。

また、これらの情報を実際に活用する市町村における運用状況を把握するため、和歌山県内 30 市町村を対象に、

和歌山県の公表する補足する情報についての活用状況に関するアンケート調査を実施した。 
3.全国における補足する情報の公開状況 

全国 47 都道府県について確認した結果を図-1 に示す。6 都県を除いた 41 道府県がホームページ上で補足する

情報を公開していた。ただし、「土砂災害警戒情報を補足する情報」

と明記している自治体もあれば、「土砂災害警戒情報システム」「土

砂災害危険度情報」等様々な名称で表記されているほか、トップペ

ージにおいて「土砂災害警戒情報」「土砂災害警戒情報を補足する

情報」を異なる別のメニューで示している場合や、図-2 のように部

局別に類似情報とともに公開している場合もあり、住民の利用を考

えた場合、必ずしもわかりやすい状態ではないケースがみられた。   

土砂災害危険度すなわち CL の超過状況の表現方法は、大きく表

‐1 に示す３パターンに大別された。土壌雨量指数と解析雨量で示

される CL とスネークラインそのものを表示する場合、CL 以外の

グラフにおいて危険度と時系列のグラフを示す場合、5 ㎞メッシュ

単位または1㎞メッシュ単位で危険度を3段階程度に塗り分けて表

記する場合である。メッシュ表示のみの場合、降雨開始からの危険
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※複数のパターンを公開している場合もあるが、CL の公開に着目し重複する場合は左側の分類で計上
している。例えばメッシュ表示であれば補足する情報を提供するすべての道府県で公開している。 
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度の変化を確認することは難しい。 

土砂災害の危険性については、表-2 に示すようにレベル 1、レベル 2・・

というように表現されるケースが多いものの、その内容は統一されてお

らず、予測雨量の超過状況と対応させている場合、大雨警報、注意報の

土砂災害に注意を呼びかける土壌雨量指数と対応している場合がある。

指標値はレベル 0～レベル 2 の 3 段階の場合もあれば、レベル 1～レベ

ル４の 4 段階の場合もある。なかには、「危険度予測」、「危険度現況」

の 2 通りの指標で示している場合もあった。 
4.市町村における補足する情報の活用状況 

 平成23年台風12号で甚大な被害を受けた和歌山県内の市町村防災担

当者に対して、主に補足する情報の周知状況、運用状況、操作性に関す

るアンケート調査を実施した。和歌山県内 30 市町村に対して 22 市町村

から回答が得られた（有効回答 73%）。結果の一部を図 3～図 5 に示す。

市町村の防災担当部局の職員を回答者としたため、回答者の 98％が土砂

災害警戒情報については補足する情報の提供サイトについても把握して

いたが、ある自治体では「知らなかった」と回答した。CL についても

「見方を知っている」と回答したのは全体の 64%にとどまった。この提

供情報についてどのように知ったか、という問いに対して、「県からの通

知」が最も多く、自由回答の中に「前任者の引き継ぎ」「研修」が挙げら

れていることから、担当者の異動等も考慮すると市町村に対しても定期

的な研修等の継続的な取り組みが必要であるといえる。空間精度に対し

ては現在の 5 ㎞より細かい 1 ㎞精度の要望が多いものの、自由回答とし

て「現状で十分とも思えないが細かくしても対応できない」という意見

もあった。 
5.おわりに 

土砂災害警戒情報は、CL の設定段階から各都道府県における課題を

考慮し、さらに個別地域の状況も踏まえ、様々な工夫により情報提供が

なされている。一方で、全国で見た場合には情報の対象や提供内容に対

する考え方の違いから、提供内容、表現方法が異なっていることが明ら

かとなった。また、自治体における運用では、概ね補足する情報が活用

されている状態であるものの、市町村のすべての防災担当者が熟知して

いる、といえる状態ではなく、今後も継続的な取組みが必要であることがわかる。 

補足する情報については「できるだけ細かくできるだけ長い時間の予測結果を」という要望がある一方で、時

空間的な精度向上を目指すことは情報量の増加を伴い、市町村担当者や住民がより高度な判断を迫られることが

予想される。そのため、今後補足する情報の高度化においては、ある程度の考え方や表現方法の統一を図るとと

もに、時々刻々と変化する多数の情報をもとにした避難勧告等の発令や避難行動について適切な判断を支援する

仕組みや取組みが合わせて課題となる。 

本調査を実施するにあたり和歌山県並びに和歌山県各市町村の担当者にご協力いただきました。記して謝意を

表します。 

表-2 各自治体による凡例パターン例 
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